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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第39期

第３四半期
連結累計期間

第40期
第３四半期
連結累計期間

第39期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年12月31日

自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 (千円) 10,034,459 11,573,505 13,961,547

経常利益又は経常損失（△） (千円) △18,552 △348,248 473,104

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失（△）

(千円) △26,932 △330,808 251,536

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △115,348 △654,429 338,789

純資産額 (千円) 9,091,309 8,406,267 9,644,621

総資産額 (千円) 19,544,492 23,926,528 22,259,954

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は四半期純損失金額（△）

(円) △1.71 △19.16 15.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― 14.61

自己資本比率 (％) 37.2 27.6 34.6
 

　

回次
第39期

第３四半期
連結会計期間

第40期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2017年10月１日
至 2017年12月31日

自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

１株当たり四半期純損失金額（△） (円) △2.64 △0.86
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

４　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、前第

３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る総資産及び自己資本比率については、当該会計基準等を

遡って適用した後の数値となっております。

５　当社グループの業績をより適切に開示するために、第１四半期連結会計期間から、12月末日が決算日である

中国子会社は、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用する方法に変更しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（中国）

直営店の出店を目的として、2018年３月に吉林極楽湯酒店管理有限公司及び2018年８月に極楽湯（杭州）酒店管理

有限公司を設立しました。第３四半期連結会計期間において、特定子会社であった極楽湯（上海）酒店管理有限公司

は、出資持分売却により連結の範囲から除外しております。

 
この結果、2018年12月31日現在、当社グループは当社、当社連結子会社10社、非連結子会社１社及び持分法非適用

会社１社により構成されております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

  

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、堅調な企業収益や雇用・所得環境の改善などを背景に、緩や

かな回復基調にあるものの、米国の通商政策を受けた貿易摩擦や地政学的リスクの影響などにより景気の先行きに

は不透明な状況が続いております。

温浴業界につきましては、個人消費の持ち直しを背景に「安・近・短」の手軽なレジャーとしてのニーズが引き

続き底堅く推移する一方、人件費の高騰や物価の上昇、ニーズの多様化など厳しい経営環境が続いております。

このような状況の中、当社グループは、日本において、他企業とのコラポによるイベント風呂やコラボ商品の販

売、ハロウィンイベントなど大小様々なイベントを各店舗で実施いたしました。また、東京都千代田区に2019年３

月オープン予定の新店「RAKU SPA 1010 神田」の開業準備や、新規事業開発などに取り組みました。中国において

は、2019年１月にオープンした直営店「極楽湯 欧亜温泉館」（中国・吉林省長春市）や計画中の新店開業準備、

新たな出店先及びフランチャイズ候補先との折衝などに取り組みました。当第３四半期（10月～12月）における出

店状況につきましては、海外フランチャイズ店として「極楽湯 博大温泉館」（中国・江蘇省無錫市）が2018年10

月にオープンいたしました。

引き続き、お客様のニーズの変化をいち早く感じとり迅速に対応できる企業として、総合力を強く意識したうえ

で、より一層の安心・安全そして高品質なサービスを国内外で提供すべく取り組んでまいります。

 
以上の結果、連結売上高11,573百万円（前年同期比15.3％増）、営業損失185百万円（前年同期営業損失６百万

円）、経常損失348百万円（前年同期経常損失18百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失330百万円（前年同

期四半期純損失26百万円）となりました。

なお、当社グループの業績をより適切に開示するために、従来、決算日が12月31日である中国子会社について同

日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については必要な調整を行っておりましたが、

当期における第１四半期連結会計期間より、中国子会社については連結決算日である３月31日に仮決算を行い連結

する方法に変更しております。

この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間は、中国子会社については2018年１月１日から2018年12月31日まで

の12ヶ月間を連結し、連結損益計算書を通して調整しております。なお、仮決算を行う中国子会社の2018年１月１

日から2018年３月31日までの売上高は1,431百万円、営業利益は337百万円、経常利益は294百万円、税金等調整前

四半期純利益は294百万円であります。

 
セグメントの業績を示すと次のとおりです。

① 日本

当セグメントにおきましては、売上高8,339百万円（前年同期比4.5％増）、セグメント損失（営業損失）28百万

円（前年同期セグメント利益222百万円）となりました。

当第３四半期連結累計期間（４月～12月）は、「RAKU SPA GARDEN 名古屋」が2018年６月に出店したことに加

え、他企業とのコラボを積極的に実施したこと、季節に応じたイベントの開催などにより、売上高は増加いたしま

した。しかしながら、新店を出店する際の初期費用が計上されたことや、顧客満足度の向上を目的として複数店舗

において大型の改装を実施し修繕費用が発生したことなどによりセグメント損失となりました。
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② 中国

当セグメントにおきましては、売上高3,234百万円（前年同期比57.6％増）、セグメント損失（営業損失）21百

万円（前年同期セグメント損失171百万円）となりました。なお、当期より連結決算日である３月31日に仮決算を

行い連結する方法に変更したことに伴い、セグメント情報の対象期間は前期が１月から９月の９ヶ月に対して当期

は１月から12月の12ヶ月の数値となっております。

当第３四半期連結累計期間（１月～12月）の業績は、2018年２月に「極楽湯 嘉定温泉館」（上海市）を出店し

たことに加え、当期より一部の店舗で開始した宿泊サービスやフランチャイズ加盟企業からの加盟金収入などによ

り、前年同期に比べ売上高は増加しました。また、新店の出店費用の影響により費用が一時的に膨らんだものの、

10～12月の集客が見込める繁忙期の業績が合算されていることなどにより、前年同期（2017年１月～９月）に比べ

セグメント利益は増加しました。

なお、「極楽湯 嘉定温泉館」（上海市）につきましては、現地パートナー様からの強い要望により運営会社の

出資割合を変更するとともに、2018年10月よりフランチャイズ店へと移行しております。これにより当第３四半期

連結累計期間に子会社株式売却益（特別利益）として、119百万円を計上しております。

 
(2) 財政状態の分析

第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ1,666百万円増加し23,926百万円となり

ました。これは主に、新規出店の影響などにより建物及び構築物が1,753百万円増加、建設仮勘定が1,037百万円増

加したことや、現金及び預金が3,365百万円減少したことなどによるものであります。

次に、負債合計は、前連結会計年度末に比べ2,904百万円増加し15,520百万円となりました。これは主に、資金

調達により長期借入金が1,538百万円増加、新規出店の影響などにより未払金が1,355百万円増加したことなどによ

るものであります。

最後に、純資産合計は、前連結会計年度末に比べ1,238百万円減少し8,406百万円となりました。これは主に、利

益剰余金が426百万円減少、自己株式が598百万円増加したことによるものであります。また、自己資本比率につき

ましては、27.6％となりました。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　2018年2月16日)等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、財政状態に関する説明については、当該会計基準等を遡って適用した後の数

値で前連結会計年度との比較を行っております。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次

のとおりです。

当社グループは、企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、又は向上させることを目的とし、当社取締役会の

事前の賛同を得ずに行われる当社株式等の大規模な買付行為に対する対応策（以下、「前プラン」という。）を

2006年５月26日の取締役会において導入しておりますが、2016年12月16日の取締役会において、更新（以下、「本

プラン」という。）しております。

 
［当社の株主共同の利益の確保及び向上に関する取組み］

当社グループは、「人と自然を大切に思い、人の心と体を『癒』すことにより、地域社会に貢献することで、自

己の確立と喜びを感じる企業でありたい」という経営理念のもと、「極楽湯」「RAKU SPA」という大規模温浴施設

を全国的に展開し、「極楽湯」「RAKU SPA」が地域社会における新しいコミュニティーシンボルとして、多くのお

客様に高水準の「健康」と「癒し」を提供し続けることを目指し、事業展開を行ってまいります。

具体的には、以下の５項目を基本方針として策定しております。

１．温浴施設「極楽湯」「RAKU SPA」において、時代の変化や顧客ニーズを的確に捉えた、質の高いサービスを

提供することで、顧客満足を高め、企業としての適切な利益を安定的に獲得する

２．あらゆるステークホルダーを重視した経営を行い、その健全な関係の維持・発展に努める

３．各地域の文化や慣習を尊重し、地域に根ざした企業活動を通じて、経済・社会の発展に貢献する

４．「開かれた企業経営体質」を基本に、危機管理体制の構築と法令遵守を徹底する

５．ホスピタリティ、チャレンジ精神、経営マインドを持った人材を育成する
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上記の経営理念のもと、スーパー銭湯のパイオニアとして確立してきたビジネスモデルを持つ当社グループを経

営するにあたっては、“お風呂”を日本の文化と捉え、その文化を継承・発展させていくことに対する真摯な気持

ち、温浴事業に対する高度な専門知識や豊富な経験、並びに当社をとりまくあらゆるステークホルダーとの間に築

かれた信頼関係が不可欠であり、このような様々な要素が、当社の企業価値の源泉となるとともに、株主の皆様の

共同利益を図っているものと考えております。

当社取締役会は、当社における上記のような事情を踏まえ、当社株式等の大規模な買付行為が行われた場合に、

株主の皆様が対応方法を検討するために十分な時間と情報を確保することができるよう、合理的なルールを設定さ

せていただくことが、株主共同の利益に資すると考え、本プランを導入いたしました。

 
［本プラン継続目的］

当社は、上場会社として、当社株式の売買は原則として市場における株主及び投資家の皆様の判断に委ねるべき

ものであると考えており、当社株式を取得することにより当社の経営支配権を獲得しようとする者に対して当社株

式の売却を行うか否かについても、最終的には当社株式を保有する株主の皆様の判断によるものと考えておりま

す。また、当社は、特定の株主のグループが当社の経営支配権を取得することになったとしても、そのこと自体に

より直ちに株主共同の利益が害されるということはなく、反対に、それが結果的に当社の株主共同の利益の最大化

に資することもあり得るため、そのような場合であれば、特定の株主のグループが当社の経営支配権を取得するこ

とを拒むものではありません。

しかしながら、当社株式を大規模に買付け、当社の経営支配権を獲得しようとする者の中には、真に会社経営に

参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて、高値で株式等を会社関係者に引き取らせる目的で買

付けを行う者（いわゆるグリーンメイラー）等類型的に濫用目的を持って当社株式を取得しようとしていると考え

られる者や、最初の買付けで全株式の買付けの勧誘をすることなく、二段階目の買付条件を不利に（あるいは明確

にしないで）設定し、買付けを行うことにより、当社株主の皆様に事実上売却を強要しようとする者（いわゆる二

段階強圧的買収）等が含まれていることも考えられます。また、前記のような、株主共同の利益を害する態様によ

る買付行為に当たらない場合であっても、ある程度の経営支配権の移動が生じ得る場面において、ある買付行為に

応じて当社株式を売却するか否かの決断を株主の皆様がするにあたっては、必要十分な情報の提供と一定の検討期

間が与えられた上で熟慮に基づいた判断（インフォームド・ジャッジメント）を行うことができるような態勢を確

保することが、株主共同の利益に資するものと考えます。

当社は、当社が把握している直近の当社株主名簿及び当社が現時点において受け取っている大量保有報告書及び

変更報告書において、当社の経営支配権を獲得しようとしているか否かに関わらず、本プランの適用の可能性があ

るような当社株式を大規模に買付け、又は買付けようとする者の存在を特に認識しておりませんが、将来におい

て、そのような者が登場することはあり得るところであると考えます。そこで、前記のような観点から、株主共同

の利益を害することが明白な買付行為から当社の株主共同の利益を保護し、かつ、当社の株主の皆様が、経営支配

権の移動が生じ得る場面において、ある買付行為に応じて当社株式を売却するか否かを判断するにあたってイン

フォームド・ジャッジメントを行うことができるよう、前プランの内容を一部変更し、本プランとして継続するも

のであります。

 
［本プランの内容］

＜本プラン適用の要件＞ 

本プランは、特定株主グループ(注)１の議決権割合(注)２を20パーセント以上とすることを目的とする当社株券等

(注)３の買付行為又は結果として特定株主グループの議決権割合が20パーセント以上となるような買付行為（以

下、総称して「大規模買付行為」といいます。なお、当社取締役会が事前に賛同の意思を表明した買付行為につい

ては、これには当たらないこととします。）に対して、適用されるものとします。

本プランが適用される場合、大規模買付行為を行おうとする者（以下「大規模買付者」といいます。）は、本プラ

ンに定められた大規模買付行為に関するルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を遵守しなければなら

ないものとします。

大規模買付ルールとは、事前に大規模買付者から当社取締役会に対して十分な情報を提供し、当社取締役会による

一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始する、というものです。

(注)１「特定株主グループ」とは、①当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいい

ます。）の保有者（同法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれ

る者を含みます。）及びその共同保有者（同法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６

項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。）、又は②当社の株券等（同法第27条の２第１項に規
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定する株券等をいいます。）の買付け等（同法第27条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所有価

証券市場において行われるものを含みます。）を行う者及びその特別関係者（同法第27条の２第７項に規

定する特別関係者をいいます。）を意味し、以下同じとします。

(注)２「議決権割合」とは、①特定株主グループが、前記(注)１の①の記載に該当する場合は、当社の株券等の

保有者の株券等保有割合（金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合をいいます。この

場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいま

す。）も計算上考慮されるものとします。）をいい、②特定株主グループが、前記(注)１の②の記載に該

当する場合は、当社の株券等の買付け等を行う者及びその特別関係者の株券等所有割合（同法第27条の２

第８項に規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいい、以下同じとします。

(注)３「株券等」とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等又は同法第27条の２第１項に規定す

る株券等のいずれかに該当するものを意味し、以下同じとします。

 

＜大規模買付ルールの内容＞

（ａ．必要十分な情報の提供）

大規模買付ルールが適用される場合、大規模買付者は、まず、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表

者の氏名、国内連絡先及び大規模買付者の行う大規模買付行為（以下「買付提案」といいます。）の概要並びに

大規模買付ルールを遵守する旨を記載した意向表明書を当社取締役会に提出しなければならないものとします。

　当社取締役会はかかる意向表明書を受領した後５営業日以内に、大規模買付者に対し当社取締役会が大規模買

付者に提出を求める、大規模買付者自身及び買付提案に係る情報（以下「必要情報」といいます。）を以下の１

乃至６に規定する大項目からなるリスト（以下「必要情報リスト」といいます。）として交付します。大規模買

付者は、必要情報リストに記載された必要情報を書面にて当社取締役会に提出しなければならないものとしま

す。

当社取締役会は、提出を受けた必要情報のうち、株主の皆様のインフォームド・ジャッジメントに資するもの

と判断した情報については、適宜、当社取締役会が適当であると判断する方法により、これを株主の皆様に開示

するものとします。

１．大規模買付者及びそのグループに関する事項

２．当社株券等の取引状況

３．買付提案の買付条件

４．当社株券等の取得対価の算定根拠

５．資金の裏付け

６．当社株券等を取得した後の経営方針及び事業計画等

当社取締役会は、弁護士、公認会計士及び投資銀行等の公正な外部専門家の意見も参考にして必要情報を精査

し、大規模買付者から提出された必要情報が必要情報リストの要件を満たすものであり、かつ、株主の皆様のイ

ンフォームド・ジャッジメントのために必要十分なものとなっているか否かについて判断するものとします。

当社取締役会は、大規模買付者から提出された必要情報が必要情報リストの要件を満たすものであり、かつ、

株主の皆様のインフォームド・ジャッジメントのために必要十分なものとなっていると判断した場合、速やか

に、必要情報の提供があった旨を取締役会が適当であると判断する方法により公表するとともに大規模買付者に

対し通知し、かかる公表を行った日をもって、検討期間の開始日（以下「検討期間開始日」という。）としま

す。

これに対し、当社取締役会は、大規模買付者から提出された必要情報が、必要情報リストの要件を満たしてい

ないと判断した場合、又は、株主の皆様のインフォームド・ジャッジメントのために必要十分なものとなってい

ないと判断した場合、大規模買付者に対して、必要情報リストの要件を満たすために改めて提出することが必要

な情報及び株主の皆様のインフォームド・ジャッジメントのために必要な情報（以下、総称して「必要的追加情

報」といいます。）を提出するよう大規模買付者に求めることができるものとします。この場合、当社取締役会

が、大規模買付者により、かかる必要的追加情報の提出がなされたと判断した場合、当社取締役会が適当である

と判断する方法により公表することとし、かかる公表を行った日をもって検討期間開始日とするものとします。

なお、大規模買付者から提出された必要情報又は必要的追加情報に、重大な虚偽の記載が含まれていた場合に

は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合と同様の措置をとることができるものとします。

（ｂ．検討期間）

大規模買付者は、前記の検討期間開始日を起算日として、当社取締役会が、買付者からの情報を検討した上、

場合によっては買付提案に対する代替案を提示し、又は、株主の皆様が買付提案に応じて当社株券等を売却する
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か否かのインフォームド・ジャッジメントを行うための期間として、一定の検討期間を設けなければならないも

のとします。

大規模買付者は、かかる検討期間の末日の翌日から、大規模買付行為を開始することができるものとします。

　具体的な検討期間については、買付提案の評価等の難易に応じ、以下のとおりとします。但し、当社取締役会

は、大規模買付者及び買付提案の内容に照らし、検討期間を以下の(イ)又は(ロ)の期間よりも短縮することが妥

当であると判断した場合、当社取締役会の裁量により、検討期間を短縮することができるものとします。

 (イ)　現金（円貨）のみを対価とする、当社の発行済全株式を対象とする公開買付け：60日間

 (ロ)　前記(イ)以外の全ての大規模買付行為：90日間

（ｃ．買付提案が変更された場合）

検討期間開始日以降に、買付提案に重要な変更があった場合（かかる変更後の買付提案を、以下「変更買付提

案」といいます。）、当社取締役会は、弁護士、公認会計士及び投資銀行等の公正な外部専門家の意見も参考に

して、変更買付提案が変更前の買付提案と比較して当社又は株主の皆様にとって実質的に不利益なものでないか

否かを判断するものとします。

　当社取締役会が、変更買付提案が変更前の買付提案と比較して当社又は株主の皆様にとって実質的に不利益な

ものであると判断した場合、大規模買付者は、変更買付提案に係る必要情報（変更前の買付提案と比較して実質

的に不利益となった部分に係る必要情報に限るものとします。）を当社に対して提出しなければならず、当社取

締役会が変更買付提案の提出があった旨を公表した日を新たな検討期間開始日として、前記ｂ．に従った検討期

間を設けなければならないものとします。

　これに対し、当社取締役会が、変更買付提案が変更前の買付提案よりも当社又は株主の皆様にとって実質的に

不利益なものではないと判断した場合、従前の検討期間開始日を起算点とした検討期間が引き続き存続するもの

とします。

（ｄ．大規模買付ルールが遵守された場合）

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守して、必要情報（及び必要的追加情報）を提出し、かつ、検討期間の

猶予を設けた場合には、当社取締役会は、大規模買付者又は買付提案が以下の各号に定めるいずれかに該当する

場合でない限りは、仮に、当社取締役会が、買付提案に反対であったとしても、反対意思の表明、代替案の提

示、株主の皆様に対する説得行為等を行うにとどめ、本プランに定める対抗措置の発動は行わないものとしま

す。

① 真に当社の会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、当社株式の株価をつり上げて高値で当社株券等を

当社の関係者に引き取らせる目的で大規模買付行為を行っている場合（いわゆるグリーンメイラー）

② 当社の経営を一時的に支配して当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先や

顧客等を大規模買付者又は特定株主グループに移譲させる目的で大規模買付行為を行っている場合

③ 当社の経営を支配した後に当社の資産を大規模買付者や特定株主グループの債務の担保や弁済原資として流用

する予定で大規模買付行為を行っている場合

④ 当社の経営を一時的に支配して当社の事業に当面関係していない不動産、有価証券など高額資産等を売却等処

分させ、その処分利益をもって一時的な高配当をさせるかあるいは一時的高配当による株価の急上昇の機会を

狙って当社株券等の高価売り抜けをする目的で大規模買付行為を行っている場合

⑤ 最初の買付けで全株式の買付けの勧誘をすることなく、二段階目の買付条件を不利に（あるいは明確にしない

で）設定し、買付けを行うことにより、株主の皆様に事実上　売却を強要する結果となっている場合（いわゆ

る二段階強圧的買収）

（ｅ．対抗措置の発動）

大規模買付者が、大規模買付ルールを遵守しなかった場合、又は、ルールを遵守した場合でも、当社取締役会

が、弁護士、公認会計士及び投資銀行等の公正な外部専門家の意見も参考にして、大規模買付者若しくは買付提

案が、前項ｄ．の①乃至⑤のいずれかに該当する場合、当社取締役会の決議により、直ちに対抗措置を発動する

ことができるものとします。

　当社取締役会は、上記決議を行った場合、当該決議の概要、前項ｄ．の①乃至⑤のいずれかに該当すると判断

した事由及びその他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに情報開示を行います。

（ｆ．対抗措置の内容）

当社取締役会は、対抗措置として、新株予約権の無償割当てをはじめとし、その時点の法令及び当社定款が当

社取締役会の権限として認める行為を行います。具体的な対抗措置の種類及びその条件については、その時点で

相当と認められるものを選択します。
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　但し、当社取締役会は、対抗措置の発動後であっても、大規模買付者が必要十分な必要情報の提供を行ったこ

と又は買付提案を変更したこと等により、大規模買付行為が、当社の株主共同の利益の向上に資するものとなっ

たと判断した場合、並びに、大規模買付者が大規模買付行為を撤回したことにより、対抗措置の発動の必要がな

くなった場合等には、法令により許容される方法により、対抗措置をとり止めることができるものとします。

なお、対抗措置として新株予約権の無償割当てが行われる場合に株主の皆様に割当てられる新株予約権の概要

は、以下のとおりとします。

 
［新株予約権の概要］

対抗措置として、新株予約権の無償割当てが行われる場合に株主の皆様に割当てられる新株予約権（以下「本

新株予約権」といいます。）の概要は以下の各号に規定するとおりです。なお、以下の各号に規定する概要は、

本新株予約権の割当てが行われる際の状況により、変更されることがあるものとします。

① 本新株予約権の割当ての対象となる株主等

当社取締役会は、本新株予約権の割当てを決定した場合、直ちに、会社法第124条に基づく基準日（以下

「割当基準日」といいます。）の設定を行います。かかる基準日における最終の株主名簿に記録された株主

に対し、その所有株式１株につき１個の割合で本新株予約権を割当てます。

② 本新株予約権の総数

割当基準日における最終の発行済株式総数から、同日において、当社の保有する自己株式を除いた数を上

限とします。

③ 本新株予約権の割当てが効力を生じる日

本新株予約権の割当てが効力を生じる日については、当社取締役会にて別途定めるものとします。

④ 本新株予約権の目的となる株式の種類及び数

本新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権１個当たりの目的となる当社普

通株式の数は１株とします。但し、当社が株式の分割又は併合等を行う場合には、当社取締役会が新株予約

権無償割当て決議によって定める調整式による調整を行うものとします。

⑤ 本新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額

本新株予約権の行使により交付される当社普通株式１株あたりの払込金額は１円以上で当社取締役会が定

める額とします。

⑥ 本新株予約権の行使条件

大規模買付者及びその特定株主グループ並びに大規模買付者及びその特定株主グループから当社取締役会

の承認を得ずに本新株予約権を取得又は承継した者は、本新株予約権を行使できないものとします。

⑦ 本新株予約権の譲渡

本新株予約権の譲渡には、当社取締役会の承認を要するものとします。

⑧ 本新株予約権の行使期間

新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が定める日を初日とし、２か月間までの範囲で新株予約

権無償割当て決議において当社取締役会が定める期間とします（以下「行使期間」といいます。）。但し、

行使期間の最終日が払込取扱場所の休業日に当たるときは、その翌営業日を最終日とします。

⑨ 本新株予約権の取得条項

本新株予約権には、行使期間開始日前日までの当社取締役会が別途定める日の到来をもって、当社が、全

ての本新株予約権を無償で取得することができる旨の条項（取得条項）を付する場合があるものとします。

　また、本新株予約権には、一定の事由が生じたことを条件として、当社が、当社普通株式を取得対価とし

て本新株予約権を取得することができる旨の条項（取得条項）を付する場合があるものとします。

⑩ 本新株予約権に係る新株予約権証券の発行

新株予約権証券は、新株予約権者の請求がある場合に限り発行するものとします。

⑪ その他

その他必要な事項については、新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が定めるものとします。

 
［株主及び投資家の皆様に与える影響等］

＜本プランの導入時において株主及び投資家の皆様に与える影響＞

本プランは、導入時点において新株予約権の無償割当て等を行うものではありませんので、導入時点において

株主及び投資家の皆様の権利関係に影響はございません。
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＜対抗措置の発動時において株主及び投資家の皆様に与える影響＞

対抗措置の発動として、本新株予約権の割当てがなされた場合には、割当基準日の最終の株主名簿に記録され

た株主の皆様に対して、その保有株式数に応じて本新株予約権が割当てられることになります。

割当てを受けた株主様が、所定の権利行使期間内に、権利行使のために必要な行為を取らなかった場合、他の

株主の皆様による本新株予約権の行使により議決権比率が低下することになります（但し、当社普通株式を取得

対価とした取得条項に基づく取得の結果として当社普通株式が交付される場合には、こうした議決権比率の低下

は生じないことになります。）。

なお、当社は、本プランにおける対抗措置の発動に係る手続きの過程において、株主の皆様に必要な情報を開

示しますが、本新株予約権無償割当て決議がなされた場合、及び本新株予約権無償割当てを実施したにもかかわ

らず、例えば、大規模買付者が買付を撤回した等の事情により、本新株予約権の行使期間開始日前日までに、当

社が本新株予約権者に当社株式を交付することなく無償で本新株予約権を取得する場合には、１株当たりの株式

の価値の希薄化が生じることを前提にして売却等を行った株主の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可

能性があります。

＜対抗措置の発動時において株主の皆様に必要となる手続＞

対抗措置の発動として、無償割当てによる本新株予約権の割当てがなされる場合、前記のとおり、割当基準日

を公告し、割当基準日における株主の皆様に本新株予約権が無償にて割当てられますので、株主の皆様におかれ

ましては、速やかに株式の名義書換手続を行っていただく必要があります（証券保管振替機構をご利用の株主様

については、名義書換手続は不要です。）。新株予約権の無償割当てにおいては、株主の皆様の申込みの手続は

不要であり、割当基準日における最終の株主名簿に記録された株主の皆様は、本新株予約権無償割当ての効力発

生日において、当然に新株予約権者になられます。

　なお、対抗措置として、株主割当てによる新株予約権の発行がなされる場合は、当社又は当社の証券代行事務

会社より、割当基準日現在の株主の皆様に対して、新株予約権申込書が送付されます。新株予約権の割当てを希

望される株主の皆様は、新株予約権申込書に必要事項を記入の上で申し込み、新株予約権証券を受け取り、新株

予約権を行使していただくことになります。

 
［その他］

・本プランは、買収防衛策に関する指針の要件をすべて充足しております。

本プランは、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上の

ための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株

主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足しています。また、2008年６月30日付の経済産業省企業価

値研究会「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」も踏まえた内容になっています。

・本プランは、デッドハンド型及びスローハンド型買収防衛策ではありません。

本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止することができる

ものとされており、当社の株式を大量に買付けようとする者が、自己の指名する取締役を当社株主総会で選任し、

かかる取締役で構成される取締役会により、本プランを廃止することが可能です。

　従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止

できない買収防衛策）ではありません。また、当社は取締役の任期を１年としているため、スローハンド型買収防

衛策（取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛

策）でもありません。

・本プランの有効期限、継続及び改廃

本プランは、当社取締役会において、本プランを継続するか否か及び継続するとした場合その内容について検討

し、決定することといたします。有効期限は、発効から最長３年とし2019年12月16日までに開催予定の当社取締役

会終結の時までとします。

　また、本プランは、当社取締役会において継続が決議された後であっても、①株主総会において本プランを廃止

する旨の決議が行われた場合、②当社の株主総会で選任された取締役で構成される当社取締役会により本プランを

廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。

また、本プランの有効期間中であっても、当社取締役会は、企業価値ひいては株主共同の利益の向上の観点から

随時見直しを行い、本プランの変更を行うことがあります。このように、本プランについて継続、変更、廃止等の

決定を行った場合、当社取締役会は、その内容につきまして速やかに開示いたします。

　なお、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関する法令、当社が上場する金融商品取

引所の規則等の新設又は改廃が行われ、かかる新設又は改廃を反映するのが適切である場合、誤字脱字等の理由に
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より字句の修正を行うのが適切である場合等、株主の皆様に不利益を与えない場合には、本プランを修正又は変更

する場合があります。

　

 

３ 【経営上の重要な契約等】

   該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 54,600,000

計 54,600,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2018年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2019年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,424,900  18,424,900
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株であります。
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式。

計 18,424,900 18,424,900 ― ―
 

(注) 提出日現在発行数には、2019年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2018年10月１日～
2018年12月31日 （注）

12,000  18,424,900 2,761 3,657,248 2,761 1,003,848
 

（注）新株予約権の行使による増加であります。

 
(5) 【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2018年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）
普通株式 ―

株主としての権利内容に制
限のない、標準となる株式

 917,600

完全議決権株式（その他）
普通株式

174,906 同上
 17,490,600

単元未満株式
普通株式

― 同上
4,700

発行済株式総数 18,412,900 ― ―

総株主の議決権 ― 174,906 ―
 

(注) 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載　

することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

② 【自己株式等】

2018年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社極楽湯ホールディングス

東京都千代田区麹町
二丁目４番地

 917,600 ― 917,600 4.98

計 ―  917,600 ― 917,600 4.98
 

（注）2018年11月15日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得により、当第３四半期連結会計期間末現在の自己

株式数は1,917,675株となっております。

 
 
 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表

について、ＵＨＹ東京監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,061,719 2,695,861

  売掛金 395,402 439,857

  未収入金 10,496 12,104

  たな卸資産 ※  67,139 ※  81,150

  その他 395,815 702,237

  流動資産合計 6,930,573 3,931,211

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 9,974,601 11,727,783

   工具、器具及び備品（純額） 706,211 729,817

   土地 182,051 1,288,598

   建設仮勘定 1,999,814 3,037,730

   有形固定資産合計 12,862,678 16,783,930

  無形固定資産 212,855 196,891

  投資その他の資産   

   投資有価証券 31,485 204,815

   長期貸付金 103,730 366,995

   繰延税金資産 495,263 485,556

   敷金及び保証金 957,837 995,908

   関係会社株式 ― 443,714

   その他 498,727 402,369

   貸倒引当金 △17,430 △17,430

   投資その他の資産合計 2,069,614 2,881,930

  固定資産合計 15,145,147 19,862,752

 繰延資産   

  開業費 184,233 132,563

  繰延資産合計 184,233 132,563

 資産合計 22,259,954 23,926,528
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 464,674 492,251

  短期借入金 400,000 429,267

  1年内償還予定の社債 49,000 49,000

  1年内返済予定の長期借入金 1,698,480 1,909,136

  未払金 949,983 2,305,759

  未払法人税等 120,329 12,147

  前受金 1,227,771 1,245,154

  賞与引当金 32,826 43,778

  その他 454,527 424,837

  流動負債合計 5,397,592 6,911,333

 固定負債   

  社債 80,500 56,000

  長期借入金 6,342,270 7,670,553

  退職給付に係る負債 107,614 121,521

  資産除去債務 470,891 537,181

  その他 216,464 223,671

  固定負債合計 7,217,740 8,608,928

 負債合計 12,615,333 15,520,261

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,621,302 3,657,248

  資本剰余金 3,582,543 3,618,489

  利益剰余金 732,614 306,245

  自己株式 △356,138 △954,138

  株主資本合計 7,580,322 6,627,844

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,061 △6,291

  為替換算調整勘定 125,202 △12,738

  その他の包括利益累計額合計 126,263 △19,029

 新株予約権 152,839 182,234

 非支配株主持分 1,785,195 1,615,217

 純資産合計 9,644,621 8,406,267

負債純資産合計 22,259,954 23,926,528
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

売上高 10,034,459 11,573,505

売上原価 9,112,521 10,695,131

売上総利益 921,937 878,374

販売費及び一般管理費 928,221 1,063,834

営業損失（△） △6,283 △185,459

営業外収益   

 受取利息 10,093 25,685

 受取家賃 13,947 13,977

 為替差益 15,146 ―

 デリバティブ評価益 22,518 ―

 協賛金収入 45,925 71,527

 原油スワップ差益 6,778 36,388

 その他 30,976 52,914

 営業外収益合計 145,387 200,494

営業外費用   

 支払利息 66,761 74,664

 為替差損 ― 152,262

 デリバティブ評価損 ― 22,823

 開業費償却 41,506 56,247

 シンジケートローン手数料 33,000 55,056

 その他 16,387 2,228

 営業外費用合計 157,655 363,283

経常損失（△） △18,552 △348,248

特別利益   

 新株予約権戻入益 592 447

 子会社株式売却益 ― 119,159

 特別利益合計 592 119,606

特別損失   

 固定資産除却損 34,038 34,635

 特別損失合計 34,038 34,635

税金等調整前四半期純損失（△） △51,998 △263,277

法人税、住民税及び事業税 70,945 91,550

法人税等調整額 △34,993 4,832

法人税等合計 35,952 96,383

四半期純損失（△） △87,950 △359,661

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △61,017 △28,853

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △26,932 △330,808
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
　至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

四半期純損失（△） △87,950 △359,661

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 605 △7,353

 為替換算調整勘定 △28,003 △287,414

 その他の包括利益合計 △27,398 △294,767

四半期包括利益 △115,348 △654,429

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △40,116 △472,614

 非支配株主に係る四半期包括利益 △75,231 △181,814
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

（1）連結の範囲の重要な変更

直営店の出店を目的として、2018年３月に吉林極楽湯酒店管理有限公司及び2018年８月に極楽湯（杭州）酒店

管理有限公司を設立したため、連結の範囲に含めております。

第３四半期連結会計期間において、特定子会社であった極楽湯（上海）酒店管理有限公司は、出資持分売却に

より連結の範囲から除外しております。

 
（2）連結子会社の事業年度等に関する事項の変更

従来、決算日が12月31日である中国子会社について同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については必要な調整を行っておりましたが、当社グループの業績をより適切に開示するために、第

１四半期連結会計期間より、中国子会社については連結決算日である３月31日に仮決算を行い連結する方法に変

更しております。

この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間は、中国子会社の2018年１月１日から2018年12月31日までの12ヶ

月間を連結し、連結損益計算書を通して調整しております。なお、仮決算を行う中国子会社の2018年１月１日か

ら2018年３月31日までの売上高は1,431百万円、営業利益は337百万円、経常利益は294百万円、税金等調整前四

半期純利益は294百万円であります。

 

(追加情報)

　　　(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用に係る変更)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※ たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

商品 38,097千円  49,797千円

貯蔵品 29,042千円  31,353千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

減価償却費 856,028千円 1,115,240千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月28日
定時株主総会

普通株式 85,258 ６ 2017年３月31日 2017年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

当社は、2017年８月４日に第三者割当増資による払込を受けたことにより、資本金及び資本準備金がそれぞれ955

百万円増加しました。この結果などにより、当第３四半期連結会計期間末において資本金が3,574百万円、資本剰余

金が3,536百万円となっております。

 

当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月27日
定時株主総会

普通株式  103,738 ６ 2018年３月31日 2018年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

当社は、2018年11月15日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,000,000株、598百万円の取得を行いました。

この取得等により、当第３四半期連結累計期間において自己株式が598百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末

において自己株式が954百万円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2017年４月１日 至 2017年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 
報告セグメント

調整額（注）
四半期連結損益

計算書計上額日本 中国 計

売上高      

　外部顧客への売上高 7,982,619 2,051,840 10,034,459 ― 10,034,459

　セグメント間の内部売上高又は振替高 19,386 ― 19,386 △19,386 ―

計 8,002,006 2,051,840 10,053,846 △19,386 10,034,459

セグメント利益又は損失(△) 222,106 △171,947 50,159 △56,442 △6,283
 

（注）１ セグメント利益又は損失(△)の調整額△56,442千円は、セグメント間取引消去80,253千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△136,695千円であり、当該全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。

　　　２ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

３ 報告セグメント「中国」の連結子会社の決算日は12月31日であるため、当第３四半期連結累計期間には、

  2017年１月１日から2017年９月30日までの業績が反映されております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項

　該当事項はありません。

 

　Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2018年４月１日 至 2018年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

 
報告セグメント

調整額（注）
四半期連結損益

計算書計上額日本 中国 計

売上高      

　外部顧客への売上高 8,339,047 3,234,458 11,573,505 ― 11,573,505

　セグメント間の内部売上高又は振替高 20,583 ― 20,583 △20,583 ―

計 8,359,630 3,234,458 11,594,089 △20,583 11,573,505

セグメント損失(△) △28,885 △21,444 △50,329 △135,129 △185,459
 

（注）１ セグメント損失の調整額△135,129千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、当該全社

費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　２ セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　　　３ 連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用する方法に変更しているため、当第３四半期連結

累計期間には、2018年１月１日から2018年12月31日までの業績が反映されております。

なお、仮決算を行う中国子会社の2018年１月１日から2018年３月31日までの売上高は1,431,799千円、セグ

メント利益は337,515千円であります。

 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項

　該当事項はありません。

　

 ３．報告セグメントの変更等に関する事項

連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から12月末日が決算日であ

る中国子会社は、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用する方法に変更しております。
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(企業結合等関係)

１．事業分離の概要

 (1) 分離先企業の名称

 上海育尊商務諮詢事務所

 (2) 分離した事業の内容

 連結子会社の温浴事業

 (3) 事業分離を行った理由

　当社は、現地パートナーである上海育尊商務諮詢事務所からの強い要望により極楽湯（上海）酒店管理有限

公司の出資割合を変更するとともに、当社の中国子会社とフランチャイズ契約を締結することで合意しまし

た。

 (4) 事業分離日

 2018年12月25日（みなし譲渡日は2018年９月30日）

 (5) 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

　　　イ）法的形式　　　　　　　　受取対価を現金等の財産のみとする出資持分譲渡

 ロ）売却した出資持分の数　　1,563万元

 ハ）売却後の持分比率　　　　14.9％

 二）売却価額　　　　　　　　265百万円

 
２．実施した会計処理の概要

 (1) 移転損益の金額

子会社株式売却益　119百万円

 (2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

 流動資産  37百万円

 固定資産  683百万円

 資産合計  721百万円

 流動負債  142百万円

 固定負債  345百万円

 負債合計  488百万円
 

 (3) 会計処理

　当該譲渡株式の連結上の帳簿価格と売却価格との差額を「子会社株式売却益」として特別利益に計上してお

ります。

 また、極楽湯（上海）酒店管理有限公司に対する当社の持分比率が80.0％から14.9％に低下したことによ

り、同社は連結の範囲から除外しております。

 
３．分離した事業が含まれていた報告セグメント

中国

 
４．当四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高　　　　　 97百万円

営業損失　　　 150百万円

 

５．継続的関与の主な概要

当社グループは、2018年12月31日現在、極楽湯（上海）酒店管理有限公司に対して、27百万元（約436百万円）

を貸付しております。

また、当社の中国子会社と極楽湯（上海）酒店管理有限公司との間でフランチャイズ契約を締結しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は1株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 2017年４月１日
至 2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

（１）１株当たり四半期純損失金額（△） △1円71銭 △19円16銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千円） △26,932 △330,808

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）
（千円）

△26,932 △330,808

普通株式の期中平均株式数（株） 15,718,976 17,266,326

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― ―

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（千円） ― ―

普通株式増加数（株） ― ―

希薄化効果を有しないため潜在株式調整後１株当たり四半期純
利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年度末
から重要な変動があったものの概要

― ―

 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損

失であるため、記載しておりません。

 
 
 

２ 【その他】

 該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2019年２月13日

株式会社極楽湯ホールディングス

取締役会  御中

ＵＨＹ東京監査法人
 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 原　　伸之 印

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 谷田　修一 印

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社極楽湯

ホールディングスの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１

日から2018年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社極楽湯ホールディングス及び連結子会社の2018年12月31

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

１．連結子会社の事業年度等に関する事項の変更に記載されているとおり、当連結会計年度から、従来、決算日が12

月31日である中国子会社について、連結決算日である３月31日に仮決算を行い連結する方法に変更している。

２．企業結合等関係の注記に記載されているとおり、会社は極楽湯（上海）酒店管理有限公司の一部の出資持分を譲

渡し、極楽湯（上海）酒店管理有限公司を連結の範囲から除外している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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